
基準年度 目標年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

1
エネルギー起源二酸化炭
素の排出量（ＣＯ２換算ﾄ
ﾝ）

10億
5,900万

Ｈ２年度

（Ｈ２０～
Ｈ２４平
均）10億
7,600万
～10億
8,900万

Ｈ24年度 － － － － －

2

非エネルギー起源二酸化
炭素、メタン及び一酸化二
窒素の排出量（ＣＯ２換算
ﾄﾝ）

1億5,100
万

Ｈ２年度
1億3,200
万

Ｈ24年度 － － － － －

政策評価実施
予定時期

政策体系上の
位置付け

京都議定書の目標達成計画（平成17年4月閣議決定策定、平成20年3
月全部改訂）において、平成24年度までにエネルギー起源二酸化炭
素の排出量（ＣＯ２換算ﾄﾝ）を（２０～２４平均）10億7,600万～10億
8,900万ﾄﾝとすることとされているため。

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

2008年から2012年のエネルギー起源二酸化炭素の排出量
を、1990年の水準から基準年総排出量比で＋1.3～2.3の
水準として、非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化炭素、メタン及び一酸化
二窒素の排出量を同じく基準年総排出量比で▲1.54％の
水準にする。また、2008年から2012年の代替フロン等3ガス
の排出量を1995年の水準から基準年総排出量比で▲
1.6％の水準にする。

2008年から2012年のエネルギー起源二酸化炭素の排出量を、1990年の水準
から基準年総排出量比で＋1.3～2.3の水準として、非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化炭
素、メタン及び一酸化二窒素の排出量を同じく基準年総排出量比で▲1.54％
の水準にする。また、2008年から2012年の代替フロン等3ガスの排出量を
1995年の水準から基準年総排出量比で▲1.6％の水準にする。

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

低炭素社会推進室
地球温暖化対策課
市場メカニズム室
フロン等対策推進

室
国際連携課

施策名

達成すべき目標
目標設定の
考え方・根拠

１．地球温暖化対策の推進

目標１－２国内における温室効果ガスの排出抑制

平成２５年６月京都議定書目標達成計画

作成責任者名

施策の概要

別紙１平成24年度実施施策に係る事前分析表

（環境省24-2）

低炭素社会推進室長
土居　健太郎

地球温暖化対策課
室石　泰弘

市場メカニズム室長
上田　康治

フロン等対策推進室長
髙澤　哲也

国際連携課長
塚本　直也

京都議定書の目標達成計画（平成17年4月閣議決定策定、平成20年3
月全部改訂）において、平成24年度までに非エネルギー起源二酸化
炭素、メタン及び一酸化二窒素の排出量（ＣＯ２換算ﾄﾝ）エネルギー起
源二酸化炭素の排出量（ＣＯ２換算ﾄﾝ）を1億3,200万ﾄﾝとすることとさ
れているため。

担当部局名



3
代替フロン等3ガスの排出
量（ＣＯ２換算ﾄﾝ）

5,120万 Ｈ７年度 3,100万 Ｈ24年度 － － － － －

２２年度 ２３年度

（１）

温室効果ガス排出量算
定・報告・公表制度基盤整
備事業費等
（※「達成手段の概要」参
照）

103
（74）

97 122 1、2

（２）
再生可能エネルギー二酸
化炭素削減効果検証費
（平成２２年度）

25
(22)

23 11 1

＜達成手段の概要＞
再生可能エネルギー等について、原料調達、輸送、製造、処分等を含むライフサイクルを通じた温室効果ガス排出
削減効果を把握・検証する手法を確立する。
＜達成手段の目標＞
バイオガス、地中熱利用、バイオマス発電、大気熱利用について、ライフサイクルを通じた温室効果ガス排出削減効
果の検証手法を確立し、それらを踏まえて全ての再生可能エネルギー等に適用可能な、包括的な検証手法を確立
する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
平成23年度は、バイオガス及び地中熱利用のLCAガイドライン案を作成したところであり、温室効果ガス排出削減効
果の確実な把握と効果的・効率的な排出削減の実現に向けて進展している。

＜達成手段の概要＞
・対象事業者の報告義務履行の徹底を図るため、説明会・相談会を開催するとともに、「ヘルプデスク」を設置し排出
量の報告等に関する相談を受け付け、事業者から報告された、排出量情報を集計し、分かりやすく公表する。また、
対象事業者・非対象事業者における温室効果ガスの排出実態について調査・分析・検討を行うとともに、排出量の集
計、公表等のプログラム等の管理を行う。（H17年度～）
・京都議定書目標達成計画における主要施策として十分な役割を果たすべく、自主行動計画の現況を分析するとと
もに、検証・評価に関する将来の制度的枠組みについて検討を行う。（H11年度～）
＜達成手段の目標＞
・対象事業者による報告義務履行を徹底させるとともに、排出量情報を迅速に集計・公表を行う。また、排出量の集
計・公表・分析頭を通じて事業者の自主的取組を促進する。加えて、新制度で義務付けられている京都メカニズムク
レジットや国内認証排出削減量を反映できる調整後温室効果ガス排出量の報告の計算方法等の周知徹底を図り、
事業者によるクレジット等の取得を促す。
・産業部門を中心とする各業種の削減目標達成を確実にし、我が国の京都議定書削減約束の達成に資する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・平成18年度から、毎年、排出量の集計結果を公表し、開示請求への対応を実施。
・経済産業省所管41業種のフォローアップを実施し、
2010年度は41業種のうち31業種が目標を達成。うち5業種が目標の引き上げを実施。
2011年度は41業種のうち29業種が目標を達成。うち1業種が目標の引き上げを実施。
また環境省所管業種３業種のフォローアップを実施し、2010年度・2011年度とも3業種とも目標を達成。

達成手段の概要等達成手段（開始年度）

補正後予算額（執行額）
（百万円）

２４年度
当初

予算額
(百万円)

京都議定書の目標達成計画（平成17年4月閣議決定策定、平成20年3
月全部改訂）において、平成24年度までに代替フロン等3ガスの排出
量（ＣＯ２換算ﾄﾝ）を3,100万ﾄﾝとすることとされているため。

関連する
指標



（3）
住宅エコポイント
(平成２３年度)

- 72,300 - 1

（４）

J-VER制度を活用したCO2
削減・復興支援・節電等
緊急支援事業
(平成２３年度)

- 400 - 1

（５）

緊急CO2削減・節電ポテ
ンシャル診断・対策提案
事業
(平成２３年度)

- 398 - 1

（６）

地域主導による再生可能
エネルギー事業のための
緊急検討事業
(平成２３年度)

- 400 - 1

＜達成手段の概要＞
平成23年7月末に終了した住宅エコポイント（環境性能の高いエコ住宅の新築やエコリフォームに対し、多様な商品・
サービスに交換可能なポイントを発行する制度）を再開し、エコ住宅の新築やエコリフォームを実施した場合に、被災
地支援商品や省エネ・環境配慮製品等の多様な商品と交換できるポイントが発行される制度。エコリフォームに併せ
てバリアフリー改修工事、省エネ性能の優れた住宅設備、リフォーム瑕疵保険の加入、耐震改修を実施した場合に
もポイントが加算。
＜達成手段の目標＞
省エネ基準を満たす住宅の新築や断熱等によるエコリフォームにより地球温暖化対策に資する住宅の省エネ化と住
宅市場の活性化を推進しつつ、あわせて東日本大震災の被災地における復興支援を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく届出がなされた新築住宅における省エネ基準（H11基準）達成率
については、平成23年12月に5割～6割に達するなど住宅の省エネ化に貢献している。

＜達成手段の概要＞
事業者のオフセット・クレジット(J-VER)認証、地球温暖化対策としてカーボン・オフセット認証の支援を通じて、クレ
ジットの創出・売却を通じ民間資金の還流を、復興に向けた当該企業の投資インセンティブとすることで、こうした案
件の支援を拡充する。
＜達成手段の目標＞
復興・節電に向けた企業の投資インセンティブとすることに加え、J-VERを活用したカーボン・オフセットの取組推進
により、効率的な排出削減事業の実施を図るとともに、復興支援・地域支援に資するものとする。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
オフセット・クレジット(J-VER)については計30件の創出を目標とし、カーボン・オフセットについては計20件の認証支
援を目標とすることで、二酸化炭素等の温室効果ガスの削減に寄与。

＜達成手段の概要＞
希望する企業に対して診断機関・診断員を派遣し、単なる運用改善の助言にとどまらず、受診企業の実際の電力使
用状況の計測・診断を行い、自ら特定することが困難な即効性と経済性の高い節電・CO2削減対策（ネガワット対
策）を具体的に提案することにより、企業の投資を後押しする。
＜達成手段の目標＞
○被災地におけるCO2削減ポテンシャル診断を通じて事業者に対する経済性の高い対策やコストに関する情報を提
供することで、事業者の自発的な投資が促進され、費用効率的に大規模なCO2削減と節電を実現する。
○削減ポテンシャル分析を通じて、費用対効果の高い対策メニューの選定及び精査を行い、ウェブサイトやセミナー
等により事業者へ広く効果的な対策メニューの普及啓発を行うことで中長期的な事業者のCO2削減対策を促進す
る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
○被災地の事業所に対し、産業・業務あわせて170件程度の診断事業を実施し、費用対効果の高い対策メニューの
提案を行い、事業者におけるCO2削減及び節電を促進している。
○診断から得られたデータをとりまとめ、セミナー（報告会）やウェブサイトを通じて被災地で診断を受けていない事
業所や他の地域の事業所に対し、費用効率的な対策実施のための情報を提供している。

＜達成手段の概要＞
再生可能エネルギーを東日本大震災の被災地（特定被災地方公共団体に限る。）に導入するに当たり必要となる、
資源量、自然条件及び社会条件に関するデータを整備するための調査、関係者との調整、事業計画の策定等を支
援する。
＜達成手段の目標＞
再生可能エネルギー導入のための事業計画を策定する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与内容＞
岩手県、宮城県及び福島県で実施する８件を採択しており、太陽光発電、風力発電及び地熱発電（温泉発電）の事
業化が見込まれる。



（７）

節電・電源セキュリティ
向上緊急事業
（病院等へのコジェネ
レーションシステム緊急
整備事業）
(平成２３年度)

- 525 - 1

（８）
小規模地方公共団体対策
技術率先導入補助事業
（平成１５年度）

300
（301）

500 300 1

（９）

省エネ自然冷媒冷凍等装
置導入促進事業
（平成２０年度）
【関連：24－5】

160
（126）

333 250 １，３

（１０）
低炭素社会づくり推進事
業等
（平成２１年度）

1,019
（967）

844 681 1

＜達成手段の概要＞
小規模な地方公共団体が所有する業務用施設に、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき策定した実行計
画に従い、二酸化炭素排出量削減を実現するため、再生可能エネルギー・省エネルギー技術を率先的に導入する
取組に対して、設備費等の必要な費用の一部を補助する。（補助率：１／２）
＜達成手段の目標＞
・小規模地方公共団体における低炭素技術の促進導入
・業務部門におけるＣＯ２排出量の削減
・地域の民間事業者、家庭への低炭素技術導入の波及
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
低炭素対策技術を率先して導入する小規模地方公共団体の事業を支援することで、低炭素対策技術の普及に関す
る地域格差の解消を図ると共に、模範的な先行事例を民間事業者や国民に示すことにより民生部門での温暖化対
策の導入促進に貢献する。

－

＜達成手段の概要＞
特にCO2排出量増加が著しい業務部門、民生部門におけるCO2排出量削減のために「チャレンジ２５キャンペーン」
を展開している。具体的には、「6つのチャレンジ」、「クールビズ、「ライトダウン」等の働きかけを個人や企業・団体等
を対象に実施し、加えて、音楽、映画、スポーツ、ファッション等の連携やメディアの活用による働きかけにより、CO2
削減に対する国民的機運を醸成する。
＜達成手段の目標＞
23年度末までに、「チャレンジ25キャンペーン」の個人チャレンジャー80万人、企業・団体チャレンジャー8千社を獲得
し、国民参加型の施策を実施していく。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
音楽、映画、スポーツ、ファッション等の連携や地域メディアとNPOとの連携等、あらゆる分野から地球温暖化防止を
呼びかけていく。とりわけ、エネルギーの需要側である国民、企業、団体等に、日々の行動によるエネルギー起源の
CO2排出量やソーラーパネル、コージェネレーション設備等の省CO2施設・機器の設置促進のための情報提供等、
ソフト面から分かりやすく呼びかけることにより、省エネ行動の意義を一層認知していただき、既存のハード事業と相
まって、国内外の経済的社会的環境に応じた安定的かつ適切なエネルギーの需要構造の構築に貢献する。

＜達成手段の概要＞
ガスコージェネレーションシステムを医療施設又は福祉関係施設に導入する民間団体に対して、設備設置費用の一
部を補助する。
＜達成手段の目標＞
医療施設又は福祉関係施設への、都市ガス又はLPGガスを使用したガスコージェネレーションシステムの導入を支
援し、電力供給の安定化を図り、災害時における人命にかかる事態を回避する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地球環境問題としての温室効果ガス排出、地域環境問題としての大気汚染物質排出の双方を同時に削減する。



（１１）

国内排出量取引推進事業
等
（※「達成手段の概要」参
照）

2,234
（1,954）

2,155 796 1

（１２）
地域で活動するNPO等支
援・連携促進事業費
（平成１５年度）

638
（581）

480 477 1

（１３）
温室効果ガス排出抑制等
指針策定事業
（平成２０年度）

175
（176）

98 93 2

＜達成手段の概要＞
別紙１－２－１参照
＜達成手段の目標＞
地球温暖化防止活動を行っているＮＰＯの活動支援を行うとともに、ＮＰＯのほか地域での様々な活動主体との連携
を促すことにより、民生・業務部門における温室効果ガスの有効な削減に資する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・家庭や地域における節電事業や、企業の省エネ診断事業、リターフォール(落ち葉)のペレット化によるバイオマス
事業等の事業を実施。

＜達成手段の概要＞
平成20年6月に改正された地球温暖化対策法では、事業者が、温室効果ガスの排出抑制に資する設備の選択・使
用や、日常生活において利用される製品やサービスの提供に関し、温室効果ガスの排出抑制に資するための対策
等を行うために講ずべきに措置に関して排出抑制等指針（以下「指針」という）を主務大臣が公表することとしてい
る。
本指針により、事業者が講ずべき対策に対策に対する水準の設定及び事業者に対する助言等を行うことで、様々な
部門における排出抑制等を推進する。
＜達成手段の目標＞
温室効果ガス排出抑制等指針を定めた部門について、同部門内の対策メニューの拡充やエネルギー消費実態等に
よる細分化した指針の拡充を行う。また、その他の部門においても指針を策定し、一層の普及を行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
平成23年度までに業務部門及び家庭部門、廃棄物部門における温室効果ガスの排出抑制等に関する具体的な対
策を示した排出抑制等指針を公表した。また、排出抑制等指針のパンフレットやホームページ、廃棄物部門のマニュ
アル等により、同指針の普及を図った。また、平成24年度においては、産業部門（鉄鋼、セメント等）における指針の
策定について検討を行う。

＜達成手段の概要＞
・国内排出量取引推進事業（H17年度～）
「地球温暖化対策の主要３施策について」（平成22年12月28日　地球温暖化問題に関する閣僚委員会）を踏まえ、国
内排出量取引制度について、産業への負担等を見極め、慎重に検討を進める。
自主参加型国内排出量取引制度(JVETS)の運用等を行うとともに、海外制度の情報収集・分析等を行う。JVETS
は、補助金を活用し、キャップ＆トレード方式による自主参加型の国内排出量取引制度を実施するもの。
＜達成手段の目標＞
○国内排出量取引制度がもたらす我が国産業・雇用への影響等に必要な調査・検討の実施
 ○事業者への支援を通じた、必要なデータの収集・整理
 ○ＪＶＥＴＳの実施による費用効率的な排出削減の実現
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
○「地球温暖化対策の主要３施策について」において示された、産業への負担及びこれに伴う雇用への影響、海外
における排出量取引制度の動向とその効果、国内において先行する主な地球温暖化対策の運用評価等の見極め
に資する。
○ＪＶＥＴＳでは、平成17年度（第１期事業）から平成23年度（第７期事業）において参加者を公募し、費用対効果の優
劣の観点から審査した上で、平成23年度までに合計のべ384社が参加している。第６期までの各期における年間排
出削減予測約束量の合計は約125万t-CO2となり、導入設備の法定耐用年数分の合計削減量は約1,666万t-CO2に
達する。
○国内排出量取引制度の運用に必要な電子システムについては、これまでＪＶＥＴＳ等の運営を通じ、ベースとなる
電子システムの構築・運用により蓄積を図ってきた経験・知見を活かす。



（１４）

カーボン・オフセット及び
オフセットクレジット（J-
VER）制度の推進事業
（※「達成手段の概要」参
照）

189
（62）

1,402 911 1、2

（１５）
バイオ燃料導入加速化事
業
（平成１９年度）

2,956
（2,189）

2,355 981 1

＜達成手段の概要＞
・オフセット・クレジット（J-VER）の創出支援を行う。
・カーボン・オフセットの認証取得支援を行う。
＜達成手段の目標＞
「我が国におけるカーボン・オフセットのあり方について（指針）」に基づき、Ｊ－ＶＥＲを活用した信頼性の高いカーボ
ン・オフセットの取組を促進し、国内の中小企業や農林分野の温室効果ガス削減を通じた京都議定書及び我が国の
中期目標の達成に貢献するとともに、カーボン・オフセットを行う民間資金の還流を通じ、地域活性化や雇用の創出
に寄与する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
○カーボン・オフセットについては平成24年1月末で約1,100件の取組事例があり、着実に取組が広がっている。
○オフセット・クレジット(J-VER)制度においては、平成24年1月末の段階で186件のプロジェクトが登録されており、う
ち112件のプロジェクトについて、J-VERの認証が行われている。累計認証量は104,660t-CO2となっている。
○制度の方法論も新規方法論の策定が進み、平成24年1月末の段階で34件の方法論が用意されている。

＜達成手段の概要＞
バイオ燃料の導入加速化に向けて、バイオエタノール直接混合ガソリン導入について実証事業から民間事業への移
行を図るため、沖縄県において、県内で精製された基材ガソリンと主に県内産さとうきびの糖蜜を原料としたバイオ
エタノールを混合してＥ３を製造・供給し、県内のガソリンの相当割合をＥ３化する。また、品質管理上自主的に取り
組んでいる様々な事項への適合を確認しつつ、費用対効果ができるだけ高い方法を柔軟に検討する。
＜達成手段の目標＞
・バイオ燃料導入量の拡大
・石油元売企業の直接混合方式への参画
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
平成２３年度まで、エコ燃料実用化地域システム実証事業として、大規模都市圏である近畿圏及び首都圏並びに離
島である宮古島においてE3（バイオエタノール３％直接混合ガソリン）の製造・供給の実証を実施し、適正な品質管
理が可能であることを確認するとともに、供給安定性、社会受容性、経済性等についての検証を行った。また、平成
２３年度からは、実証事業から民間事業への移行を図るため、沖縄県において本格普及事業を開始しており、平成２
３年度は県内２０ＳＳ（ガソリンスタンド）において供給を行っている。



（１６）

地球温暖化対策技術開
発・実証研究事業（競争的
資金）
（平成１６年度）

5,022
（4,148）

6,200 6,720 1

（１７）
温泉エネルギー活用加速
化事業
（平成２２年度）

50
(30)

450 370 1

（１８）
民生部門排出抑制促進事
業
（平成２２年度）

201
(100)

159 77 2

＜達成手段の概要＞
CO2削減に向け、国や各自治体の環境施策の講演、著名人・有識者(科学者等)のパネルディスカッション、地域にお
ける先進的な環境技術の紹介、　25％削減に向けた先進的な取組、削減を達成した社会像を具体的に見て、体験
が出来るフォーラムを開催。各フォーラムごとに１つの核となるテーマを設け、地域においてニュース化を図るととも
に、全国で開催されるフォーラムの総合的な情報や各地域の温暖化防止の取組を国民に分かりやすい形で集約し、
啓発冊子の作成、電子媒体のコンテンツ活用等をとおして、国民一般に広く情報提供を図ることで、参加者以外にも
幅広くCO2削減への理解・賛同及び実践を訴求していく。
＜達成手段の目標＞
上記施策を展開することにより、地域における低炭素社会に向けた　先進的取組の掘り起こし、地域内での連携活
性化等を通じたワーク　スタイル・ライフスタイルの変革を促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
東京・大阪・名古屋などの大都市圏を中心に、全国７カ所程度でフォーラムを開催し、地域ごとの特色を活かした温
暖化防止の施策や最新の環境技術について、各自治体と連携しPR活動を実施することで、全国各地でのチCO2削
減への機運の醸成を図る。

＜達成手段の概要＞
エネルギー起源二酸化炭素の排出削減に寄与する技術について、優良技術を社会に組み込むための実証研究や、
再生可能エネルギーの導入による自然環境及び生活環境への悪影響を克服する技術開発等について広く公募し、
有識者から成る技術評価委員会により、優れた技術開発の提案であり、確実な実施体制を有すると判断された民間
企業や公的研究機関等に対して委託・補助（補助率上限1/2）を行い、実施する。
＜達成手段の目標＞
民間企業や公的研究機関等が実施する優れた技術開発・実証研究に委託又は補助を行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
平成16年度に38件、17年度に33件、18年度には33件、19年度には36件、20年度には40件、21年度には34件、平成
22年度には54件、平成23年度には21件の技術開発等を採択・実施。これまでに市販電気自動車に搭載するリチウ
ムイオン電池、白色LEDを用いた高効率照明、シリコン使用量を大幅に低減した太陽電池の開発や住宅断熱性能向
上のための薄型真空型断熱材開発等の成果を挙げており、エネルギー起源二酸化炭素の排出削減に貢献してい
る。

＜達成手段の概要＞
以下の事業を行う事業者に対して補助を行う。
① 温泉発電設備（売電しないものに限る）の設置
② ヒートポンプ等による温泉熱の熱利用
③ 温泉付随ガスの熱利用
④ 温泉付随ガスのコージェネレーション
補助率は、①、③、④は事業費の１／２、②は事業費の１／３とし、補助対象者は、民間団体等とする。また、対象は
既存の温泉又は自然湧出温泉とする。
＜達成手段の目標＞
温泉発電、温泉熱・温泉付随ガス利用事業の初期コストの低減による自立的普及及び地域特性に応じた再生可能
エネルギー利用の推進。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
上記①～④の施設の導入を支援することにより、これらの施設の普及拡大を促進する。



（１９）

サプライチェーンにおける
排出削減量の見える化推
進事業
（平成２２年度）

29
(27)

449 122 １、2

（２０）
国際再生可能エネルギー
機関分担金
（平成２２年度）

49
(0)

73 46 1

（２１）
家庭エコ診断推進基盤整
備事業
（平成２３年度）

- 300 257 １、2

＜達成手段の概要＞
再生可能エネルギーの開発とグローバルな普及促進を目的とする国際機関であるIRENAの活動に対して分担金を
拠出する。
＜達成手段の目標＞
環境保全、気候保護、経済成長、持続可能な開発、エネルギーの安定供給等を図りつつ再生可能エネルギー（太陽
光、風力、バイオ、地熱、水力及び海洋エネルギー）の導入と持続可能な利用を促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国際機関の活動・成果に対し、寄与の内容を設定することは困難。

＜達成手段の概要＞
別紙１－２－２参照
＜達成手段の目標＞
サプライチェーン全体での温室効果ガス排出削減量の可視化を図り、温室効果ガスの排出削減に貢献した企業が
市場で適切に評価される仕組み作りにより、サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量を削減する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
平成２３年度はサプライチェーンにおける温室効果ガス排出量の算定方法をまとめたガイドラインや小売・セメント等
の業種における固有の事情を踏まえた業種別解説の策定を行うととともに、算定に必要な排出原単位に関する整理
も行った。今後、これらのガイドライン等を活用して、事業者のサプライチェーン排出量の把握・管理や情報開示が進
み、事業者におけるサプライチェーン全体での効率的な削減対策に貢献できる。

＜達成手段の概要＞
各家庭のCO2排出状況やライフスタイルに応じた省エネ・省CO2対策について、きめ細やかなアドバイスを行う「環境
コンシェルジュ制度」の創設に向けた基盤整備を行う。家庭向けの診断ツールを用いた診断事業が地方公共団体や
民間企業等において適切に実施できるようにするため、気候や居住形態、また実施者の事業形態に応じて、家庭の
CO2排出実態を把握しつつ、診断の効果や信頼性のある診断手法等を検証し、資格制度や人材育成方法等の検討
を行う。
＜達成手段の目標＞
温室効果ガス削減に向けた、家庭部門の地球温暖化対策を促進する家庭のエコ診断推進のための基盤整備
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・家庭エコ診断ツールの開発、診断の効果検証、普及に向けた制度等の検討を行うことで、家庭部門の温室効果ガ
ス排出量削減の推進のための「環境コンシェルジュ制度」の創設を目指す。



（２２）
洋上風力発電実証事業
（特別会計）
（平成２３年度）

- 582 3,048 1

（２３）

地域主導による再生可能
エネルギー事業のための
緊急検討事業
（平成２３年度）

- 87 413 1

＜達成手段の概要＞
浮体式洋上風力発電については、世界的にもノルウェーにおいて2.3MW実証機を用いた実証運転がなされているの
みである。そこで本事業では、以下の年次計画によって実証事業を実施し、平成２８年度の実用化に向けて必要な
知見を得る。
　・環境影響評価・環境調査（平成23年度～平成27年度）
　・試験機及び実証機の詳細設計・建造（平成23年度～平成24年度）
　・試験機及び実証機の実海域設置・運転（平成24年度～平成27年度）
　・事業性等の評価（平成27年度）
＜達成手段の目標＞
平成２５年度に我が国初となる浮体式洋上風力発電実証機（２MW）の設置・運転を開始する。また、これに先立ち、
平成２４年度には100kW風車を搭載した小規模試験機を設置・運転する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
平成２３年度には、実証事業実施海域（長崎県五島市椛島沖）において、環境影響評価方法書に基づき、気象・海
象・環境影響調査を実施するとともに、調査結果に基づき生物以外の項目について予測・評価を行った。また、平成
２４年度に設置する100kW風車を搭載した小規模試験機の建造を行うとともに、平成２５年度に設置する実証機の詳
細設計等を行っており、エネルギー起源二酸化炭素の排出削減に資する浮体式洋上風力発電の実用化に向けて進
展している。

＜達成手段の概要＞
地域主導による再生可能エネルギー事業のため、必要とされる情報整備、協議会の設立・運営、具体的な事業計画
策定等の業務を実施し、地域の実情に応じた再生可能エネルギー導入に向けた支援を行う。
①　情報整備業務
②　地域協議会設置、運営支援業務　(地域主導型再生可能エネルギー事業化検討業務)
③　コーディネーター等育成業務　（再生可能エネルギー地域推進体制構築支援事業）
④　再生可能エネルギー事業計画策定支援業務
＜達成手段の目標＞
再生可能エネルギーの開発・事業化の可能性のある地域に関する情報を住民、事業者等が容易に入手できる環境
の整備を行う。また、地域の住民等が参画した協議会活動や活動の核となるコーディネータ等の育成を通じた、地域
主導型の再生可能エネルギーの導入を目指し、再生可能エネルギー導入のための事業計画を策定する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域主導による再生可能エネルギー事業のため、必要とされる情報整備、協議会の設立・運営、具体的な事業計画
等のこれら業務を実施し、地域の実情に応じた再生可能エネルギーの導入を支援する。



（２４）

廃棄物エネルギー導入・
低炭素化促進事業
（平成１５年度）
【関連：24－17】

1,300
（765）

789 775 1

（２５）

環境配慮型経営促進事業
に係る利子補給事業
（平成１９年度）
【関連：24-35】

350
（301）

1,000 800 1

（２６）

低炭素地域づくり面的対
策推進事業
（平成２０年度）
【関連：24-36】

630
（653）

100 - 1

（２７）

風力発電等導入等に係る
環境影響評価促進モデル
事業
（平成２２年度）
【関連：24-40】

40
(39)

136 834 1

（２８）

再生可能エネルギー導入
等に係る環境影響評価促
進モデル事業
（平成２２年度）

40
(39)

136 834 1

（２９）

家庭・事業者向けエコリー
ス促進事業
（平成２３年度）
【関連：24-35】

- 2,000 1,800 1

（３０）

チャレンジ25地域づくり事
業
（平成２３年度）
【関連：24-36】

-
3,000
(1,845)

2,700 1

－

－

－

－

－

＜達成手段の概要＞
①風力発電等における環境影響評価手続に先行的に取り組む事業者による配慮書に記載する事項の検討等を行
うモデル事業を実施する。
②風力発電等における環境基礎情報の整備・提供等を実施する。
＜達成手段の目標＞
①については、モデル的に実施した環境アセスメントの内容を活用し、平成25年度以降のアセス審査手続を円滑に
行うことにより、風力発電等の導入促進に資する。
②については、風力発電等の立地ポテンシャルや貴重な動植物の生息・生育の有無等を勘案して選定した情報整
備モデル地区において動植物・生態系等の環境基礎情報を収集・整理して、これらの情報についてデータベースを
整備し、広く提供等を行うことにより、風力発電等の環境影響評価の効率化等に資する。
＜施策の達成すべき目標(測定指標)への寄与の内容＞
火力発電が風力発電等に置き換わることから、発電に伴う二酸化炭素排出量削減に寄与する。

－



（３１）

低炭素化に向けた事業者
連携型モデル事業
（平成２３年度）
【関連：24-36】

-
1800
(52)

300 1

（３２）

先進的次世代車普及促進
事業
（平成１５年度）
【関連：24－8】

145
（89）

25 10 1

（３３）

特殊自動車における低炭
素化促進事業
（平成２３年度）
【関連：24－8】

- 150 130 1

（３４）

海底下ＣＣＳ実施のため
の海洋調査事業
（平成２３年度）
【関連：24－10】

- 270 270 1

（３５）
自然環境に配慮した再生
可能エネルギー推進事業
（平成２２年度）

20
(20)

67 86 1

（３６）
HEMS利用によるＣＯ２削
減試行事業
(平成２４年度)

- - 94 1

＜達成手段の概要＞
HEMSによるCO2排出量の「見える化」を通じ、家庭でのCO2削減行動を促すとともに、HEMS設置家庭から収集され
る大量のデータを価値化・活用することによって、継続的なCO2削減行動によるインセンティブを設ける自律的な資
金メカニズムモデルの構築を目指す。
＜達成手段の目標＞
「見える化」及びエネルギー使用状況に応じた削減アドバイスや他世帯との比較、リアルタイムの効果的な情報提供
等によるCO2削減効果の向上
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域や機器構成等のバランスを考慮して、全国のHEMS設置世帯からの集積データを蓄積するサーバーを構築する
とともに、本事業を通じHEMSや見える化機器の市場創出による価格低下と機能改善を目指す。

－

－

－

－

－



（３７）

エコ賃貸住宅ＣＯ２削減実
証事業(国土交通省連携
事業)
(平成２４年度)

- - 100 1

（３８）

次世代スマートメーターに
よる需要側対策促進事業
(らくらくＣＯ２削減・節電事
業)
(平成２４年度)

- - 53 1

（３９）

節電・ＣＯ２削減のための
構造分析・実践促進モデ
ル事業
(平成２４年度)

- - 83 1

（４０）

地域における市場メカニ
ズムを活用した低炭素化
推進事業
(平成２４年度)

- - 188 1

＜達成手段の概要＞
　震災以降に取り組まれた節電の構造を明らかにし、分析するとともに、節電の取組事例やその効果などの基礎情
報を整理、公開することで、CO2削減に資する節電の取組を促進する。
＜達成手段の目標＞
　節電に係るデータを収集・整理することにより、震災以降の節電の構造を把握し、基礎情報として公開することで、
CO2削減に資する当面の電力需給ひっ迫への主体的な取組を促進するとともに、中長期的に節電・CO2削減取組を
定着させ、CO2の大幅削減を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　節電及びCO2削減に向けた取組を定着させることにより、現在1990年比で、温室効果ガス排出量が３割程度増加
している家庭部門・業務部門において、中長期的にCO2の大幅削減を達成する。

＜達成手段の概要＞
市場メカニズムを活用し、温室効果ガス削減効果に応じて経済的インセンティブを付与するといった取組を地域ぐる
みで行うものについて、実施体制の構築・効果検証等を支援し、各地に普及できるよう取組手法の確立を図る。
＜達成手段の目標＞
先行事例を基に課題・成果を共有・整理し、他地域でも活用可能な取組手法・評価手法の確立を図ることにより、取
組の全国展開を目指す。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
市場メカニズムを活用して効率的に地域におけるCO2削減を促す。

＜達成手段の概要＞
賃貸住宅は住宅ストックの約４割を占めているが、低炭素化への躯体や設備の投資は賃貸料金の引き上げに繋が
ることから、価格低減のために住宅性能が犠牲になる傾向にあった。そこで、賃貸住宅の住宅性能の実測と推計か
ら、標準の光熱費に相当する値を推計し、賃貸住宅の比較の際に低炭素化の効果を明示し、賃貸住宅選択の条件
の一つとして提示できるようにすることで、環境価値の内部化を進め、環境性能の高い賃貸住宅の入居率向上によ
る普及を図る。
＜達成手段の目標＞
住宅性能の高い賃貸住宅の空室率を低下させ、不動産価値への環境価値の反映を促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
住宅性能のレベルごとの賃貸住宅における断熱性能等の実測や、居住者のエネルギー消費量から、構造や断熱性
能等の違いによる目安の光熱費を推計するとともに、高性能の賃貸住宅に対する消費動向に関する調査・実証等を
行い、高性能な賃貸住宅の普及を目指す。

＜達成手段の概要＞
CO2削減・節電が困難な民生部門において、照明や家電、空調等をユーザーにとって快適に省エネ制御するため、
個別機器の管理・遠隔制御が可能な次世代型のスマートメーターを用いた、自動制御システムの開発・実証をすると
ともに、ユーザーの受容性やインセンティブの効果等を検証する。
＜達成手段の目標＞
家庭部門において、負担の少ない需要側の省エネの取組を推進し、より効果的なエネルギー制御方策を確立する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
家庭に対して、次世代型のスマートメーターによるアシスト型の自動制御システムの構築及び実証を行うとともに、家
庭の受容性に関する調査を行い、継続的な省エネを実施するための制御の要件、及び効果的なインセンティブ施策
の検討を行う。



（４１）

病院等へのコージェネ
レーションシステム緊急整
備事業（厚生労働省連携
事業）
(平成２４年度)

- - 1,000 1

（４２）

地域調和型エネルギーシ
ステム推進事業（農林水
産省連携事業）
(平成２４年度)

- - 130 1

（４３）

先進対策の効率的実施に
よる業務ＣＯ２排出量大幅
削減事業
(平成２４年度)

- - 1,000 1

＜達成手段の概要＞
ガスコージェネレーションシステムを医療施設又は福祉関係施設に導入する民間団体に対して、設備設置費用の一
部を補助する。
＜達成手段の目標＞
医療施設又は福祉関係施設への、都市ガス又はLPGガスを使用したガスコージェネレーションシステムの導入を支
援し、電力供給の安定化を図り、災害時における人命にかかる事態を回避する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地球環境問題としての温室効果ガス排出、地域環境問題としての大気汚染物質排出の双方を同時に削減する。

＜達成手段の概要＞
地域ごとの特性を生かした再生可能エネルギーの導入に当たって、課題及びその克服方法を明らかにし、安定的な
自立・分散型のエネルギー供給システムの構築することにより、農山漁村地域における災害にも強いエネルギー供
給システムを確立する。
＜達成手段の目標＞
農林水産省と連携して、農山漁村地域における再生可能エネルギーの導入を促進するため、候補地の選定（５カ所
程度）、集落の合意形成に向けた取組の支援、発電施設等の調査設計、運営コストの試算を実施。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
農山漁村地域における再生可能エネルギーを活用した自立・分散型のエネルギー供給システムを構築する。

＜達成手段の概要＞
先進対策の効率的実施による業務ＣＯ２排出量大幅削減事業（ASSET事業）は、CO2排出量の増加が著しい業務用
ビル等において、先進的な設備導入と運用改善を促進するとともに、市場メカニズム（排出量取引）を活用することに
より、CO2排出量の大幅削減を効率的に図るものである。ASSET事業は、以下の3つをセットにすることにより、費用
効率的かつ確実な削減を実現するという特長を有する。
　①先進的温室効果ガス排出抑制設備を含めた設備導入に対する補助
　②参加事業者による削減約束量当たりの補助額の小さい費用対効果の高い事業から採択（リバースオークション）
　③削減約束量を超過達成した場合には排出枠を他参加者等に売却することもできる。一方、達成できない場合に
は超過排出分の排出枠を購入して目標を遵守する

＜達成手段の目標＞
・リバースオークションを活用した費用対効果と効率性の高い先進削減　対策の導入と　排出枠の付与を活用した運
用改善による総量削減
・得られた削減に関するデータは、削減ポテンシャル把握と情報提供に活用。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・ASSET事業では、平成24年度において参加者を公募し、費用対効果の優劣の観点から審査した上で、予算額の範
囲で事業社採択を行われ、先進技術の導入、参加事業社の運用改善による排出量削減が見込まれる。



（４４）

再生可能エネルギー出力
安定化のための蓄電池導
入促進事業
(平成２４年度)

- - 1,035 1

（４５）
自然共生型地熱開発のた
めの掘削補助事業
(平成２４年度)

- - 250 1

（４６）
物流の低炭素化促進事業
（国土交通省連携事業）
(平成２４年度)

- - 169 1

（４７）
マイカー規制による低炭
素化促進事業
(平成２４年度)

- - 45 1

（４８）

地域の再生可能エネル
ギー等を活用した自立分
散型地域づくりモデル事
業
(平成２４年度)
【関連：24-36】

- - 1,000 1

（４９）

再生可能エネルギー等導
入推進基金事業（グリー
ンニューディール基金）
(平成２４年度)
【関連：24-36】

- - 12,100 1

＜達成手段の概要＞
（１）再生可能エネルギー出力安定化のための蓄電池導入補助事業（補助率上限1/2）
　出力が不安定な大規模再生可能エネルギー発電施設（太陽光発電及び風力発電を想定）に個別に蓄電池を設置
するのではなく、複数の発電施設を一体的に管理するために系統側等に蓄電池を設置する事業に対して補助を実
施する。
（２）蓄電池による再生可能エネルギー出力安定化効果検証業務
　（１）の蓄電池の設置に当たり、効果的な設置方法の検討及び設置後の出力安定化効果の検証を行う。
＜達成手段の目標＞
再生可能エネルギーの出力安定化による導入の拡大及び系統側・供給側への蓄電池の設置の促進。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
再生可能エネルギーの出力安定化・平準化のための大規模蓄電池の導入を支援することにより、再生可能エネル
ギーの系統への接続可能量が増加することから、再生可能エネルギーの導入拡大に貢献する。

＜達成手段の概要＞
自然共生型地熱開発のための井戸の掘削事業（国立公園特別地域外から特別区域内の地下に向けて補充井を掘
削すること等を想定）に対して補助を実施する。
＜達成手段の目標＞
景観や温泉等の自然環境に配慮した地熱発電の挿入を促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地熱資源量が世界第３位である我が国の地熱資源の活用を進めることがエネルギー起源二酸化炭素の排出削減と
して有効であり、自然共生型地熱開発を促進することによって、地熱発電の導入拡大が見込まれる。

－

－

－

－



（５０）

災害等非常時にも効果的
な港湾地域低炭素化推進
事業（国土交通省連携事
業）
(平成２４年度)
【関連：24-36】

- - 1,400 1

（５１）

東日本大震災復興に係る
自然冷媒冷凍等装置導入
緊急支援
(平成２４年度)

- - 300 3

－

＜達成手段の概要＞
東日本大震災の被災地域の復興に関連して冷凍等装置の整備・改修等を行う場合の、自然冷媒冷凍等装置の導
入を集中的に支援（装置導入費用の１／３を補助。上限5,000万円。）する。
＜達成手段の目標＞
フロン類冷媒と比べて格段に環境負荷の少ないアンモニア等の自然冷媒を利用した冷凍・冷蔵・空調装置の導入を
促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
被災地域の産業の早期回復を支援するとともに、フロン類冷媒の漏洩等による温室効果ガス排出を抜本的に改善
し、地球温暖化防止を促進させる。



 

 

（別紙１－２－１） 
【事前分析表】目標１－２国内における温室効果ガスの排出抑制 
（１２）「地域で活動する NPO 等支援・連携促進事業費」における達成手段の概要 
 
① 地域活動支援・連携促進事業補助  
   温室効果ガスの 2020 年 25％削減目標の達成に向け、既に地球温暖化防止に関する様々な取組を行っている地域の NPO のアイデアを最大限活かし、草

の根の CO2 削減事業の一層の推進を支援する。 
    具体的には、地域のＮＰＯが、事業実施主体となるコンソーシアム（＊）を地域地球温暖化防止活動推進センター・地球温暖化防止活動推進員・学校・

企業等と連携して構築し、温室効果ガスの排出削減効果がより明確で、かつ、地域の特色を活かした取組を実施する場合にこれを支援する。（＊コンソー

シアムとは、共同体、共同事業体のこと。特定の目的のために複数の企業等が集まって形成される。（Buzz words より）） 
   事業の実施に当たっては温室効果ガス削減への寄与がより高い事業となるよう外部有識者の評価を踏まえることや、必ず複数のＮＰＯ（法に基づく特定

非営利活動法人に限らず、法人格を持たない団体を含む）がコンソーシアムの構成員となることなどを補助の条件とする。 
   なお、補助事業の進行管理・会計事務についての責任の一切を負う幹事団体を設定する必要があるが、当該幹事団体については、法人格を有するととも

に、都道府県知事等が団体の運営に関して温暖化対策推進法に基づき報告聴取を行うこととされている地域地球温暖化防止活動推進センターが担うもの

とする。 
② コンソーシアム事業支援 
 全国地球温暖化防止活動推進センターを上記コンソーシアム事業の統括的サポート機関として位置付け、有識者を交えての効果測定手法の検討やコンソ

ーシアムへの提示、事業のテーマに則した専門家の派遣や全国センターによる直接支援、インターネット等を活用したコンソーシアム事業の広報や一般

への情報提供、各コンソーシアム事業の実施効果の評価や今後の展開に向けた提案・指導を実施する。 



 

 

（別紙１－２－２） 
【事前分析表】目標１－２国内における温室効果ガスの排出抑制 
（１９）「サプライチェーンにおける排出削減量の見える化推進事業」における達成手段の概要 
 
①サプライチェーン排出量の削減手法評価事業 

企業のサプライチェーンを通じた温室効果ガスの排出量（原材料等の直接供給者、設備の製造、輸送・配送（入荷・出荷）、職員の出張（営業活動）や

通勤、製造等に伴う廃棄物、販売した製品の使用及び廃棄などの各段階における排出量の合計量）について Scope3 基準等の国際基準との整合も図りつつ

具体的な算定手法の検討を行う。この検討結果も踏まえ、サプライチェーンにおける排出量の削減について、ベースライン排出量（対策を実施しなかっ

た場合の排出量）の算定手法等、削減量の算定に係る手法を検討し、いくつかの業種・企業を選定し、実際に削減量を算定し、サプライチェーン排出量

の削減事業を実施することによって、サプライチェーンにおける効率的な排出量削減手法の評価及びその手法の確立を図る。 
②サプライチェーン排出量等算定ガイドライン作成・排出量算定方法の精緻化 

各カテゴリにおける算定方法の検討結果も踏まえ、サプライチェーン排出量等算定ガイドラインを作成する。また、算定方法の精緻化や精度の向上を

図るとともに、業種固有の事情をまとめた業種別解説を作成する。 
③サプライチェーン排出量等の見える化ツールの開発 

サプライチェーン排出量等について、排出量及び事業者が実施した削減対策による削減量を算定できるよう、サプライチェーン排出量等の見える化ツ

ールを開発する。 
④サプライチェーン削減ポテンシャル推計事業 

サプライチェーン全体で効率的な削減を図るため、事業者において把握・算定が困難な物流部門等のカテゴリにおける排出量について実測を行うこと

により、精度の高い削減ポテンシャルの推計手法を確立する。 
⑤サプライチェーン排出量の削減に係る普及啓発 

サプライチェーン排出量の削減に向けた取組を行うよう事業者を促すため、ガイドライン等の成果物や優良取組事例等をまとめた WEB サイトを開設す

るなどして普及啓発を行う。 
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